
寄居町告示第１５９号 

　寄居町町有地売払要綱を次のように定める。 

 

 

令和２年８月５日 

 

寄居町長　　花輪　利一郎 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

寄居町町有地売払要綱 

寄居町普通財産売払要綱（平成１８年寄居町告示第４８号）の全部を改正

する。 

（趣旨） 

第１条　この告示は、町が所有する普通財産である土地（その定着物を含む。

以下「町有地」という。）の売払いに関し、財産の交換、譲与、無償貸付

等に関する条例（昭和３９年寄居町条例第２２６号）、寄居町契約規則（昭

和４７年寄居町規則第８号）及び寄居町財産規則（平成１８年寄居町規則

第８号）に定めるもののほか、必要な事項を定めるものとする。 

（対象とする町有地の条件） 

第２条　この告示により売払いの対象とする町有地は、次に掲げるとおりと

する。 

　⑴　将来にわたり町が公用又は公共用として利用する見込みがないこと。 

　⑵　廃道水路敷等でないこと。 

　⑶　前２号に掲げるもののほか、特別な事情がないこと。 

（売払いする町有地の決定） 

第３条　売払いする町有地の対象、売払い方法及び売払価格（競争入札のと

きは、予定価格。以下同じ。）は、寄居町財産管理委員会（以下「財産管

理委員会」という。）の審議を経て、町長が決定する。 

（売払いの方法） 

第４条　町有地の売払い方法は、一般競争入札により行うものとする。ただ

し、地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号。以下「施行令」という。）

第１６７条の２第１項に掲げる要件に該当するときは、随意契約により行

うことができるものとする。 

２　施行令第１６７条の２第１項第２号に規定する「その性質又は目的が競

争入札に適しないもの」とは、次に掲げる場合をいう。 

⑴　国又は他の地方公共団体その他公共団体において公用若しくは公共用

又は公益事業の用に供する場合 

⑵　公共事業の用に供するために取得する土地の所有者等が、その代替用

地を必要とする場合 



⑶　次に掲げる特別の縁故者がある場合 

ア　寄附を受けた町有地をその寄附者（相続人その他包括継承者を含む。）

に売り払う場合 

イ　貸付け中の町有地を従来から借受け使用している者に売り払う場合 

ウ　借地上にある建物、工作物等をその土地所有者に売り払う場合 

エ　無道路地、袋地、不整形地等単独利用困難な土地又は接面街路が狭

いため単独で利用しようとすれば著しい支障が想定される土地で、隣

接地と一体利用することによって利用効率が高まる土地を隣接土地所

有権又は賃借権等を有する者に売り払う場合 

　⑷　第１１条の規定により個人住宅適地として認められた町有地を処分す

る場合　　　　　　 

　⑸　第１１条の規定により買受者を募集した町有地に応募者がなかった場

合 

⑹　特に町長が競争入札に適しないと認めた場合 

（売払価格の算定方法） 

第５条　町有地の売払価格は、不動産鑑定士の鑑定評価を参考に、当該町有

地の品質及び立地条件を総合し、公平、かつ、妥当な価額を算定するもの

とする。ただし、軽易な場合、町長が特別と認めた場合及び前条第２項第

３号に該当する特別な縁故者に売り払う場合は、当該町有地の特性を考慮

して、別に定める「普通財産売払価格算定基準」により算定できるものと

する。 

（欠格事項） 

第６条　次のいずれかに該当する者は、町有地の売払いの相手方となること

ができない。 

　⑴　地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３８条の３に規定された

町の公有財産に関する事務に従事する寄居町職員 

⑵　地方自治法施行令第１６７条の４の規定に該当する者 

⑶　暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７

７号）第２条第２号から第６号までに該当する者 

⑷　町税の滞納がある者 

　⑸　前各号に掲げるもののほか、特に町長が定める者 

　（一般競争入札の公告） 

第７条　一般競争入札の公告は、告示により行うものとする。 

２　町長は、必要があると認めるときは、前項の告示のほか、当該公告の内

容を広報等に掲載することにより行うものとする。 

　（一般競争入札の参加申込み） 

第８条　一般競争入札に参加しようとする者は、町有地一般競争入札参加申

込書（様式第１号）に誓約書（様式第２号）、代理人に委任する場合は委



任状（様式第３号）及びその他必要書類を添えて町長に提出しなければな

らない。 

２　町長は、前項の規定により提出された町有地一般競争入札参加申込書及

び添付書類により、参加資格の有無について確認し、その結果を当該入札

への参加を希望した者に対して、町有地一般競争入札参加資格確認結果通

知書（様式第４号）により通知するものとする。 

（落札者の決定） 

第９条　町長は、予定価格以上の価格を提示した者のうち、最高の価格を提

示した者を落札者とする。 

２　落札者となる同価格の入札者が２人以上ある場合は、直ちに、くじ引き

により落札者を決定する。 

３　前項の場合において、当該入札者のうち、くじを引かない者があるとき

は、これに代わって当該入札事務に関係のない寄居町職員にくじを引かせ

ることができる。 

　（電磁的方法による入札の特例） 

第１０条　前３条の規定にかかわらず、電磁的方法（町の使用に係る電子計

算機と入札者の使用に係る電子計算機とを電気通信回線で接続した電子情

報処理組織を使用する方法をいう。）により行う一般競争入札に係る手続

その他必要な事項については、町長が別に定めるものとする。 

（公募抽選による売払い） 

第１１条　町長は、個人住宅適地として認められる町有地については、あら

かじめ売払価格を示して買受者を募集し、抽選により契約の相手方（当選

者）を決定する方法（以下「公募抽選」という。）により随意契約による

売払いをすることができる。 

（公募抽選の公表等） 

第１２条　第７条及び第８条の規定は、公募抽選について準用する。この場

合において、「一般競争入札」とあるのは、「公募抽選」と読み替えるも

のとする。 

　（公募抽選の参加資格） 

第１３条　町長は、公募抽選により町有地を売り払う場合において、定住人

口の増加及び町内経済の活性化を図るため、公募抽選に応募しようとする

者の参加資格を定めることができるものとする。 

（当選者の決定等） 

第１４条　町長は、公募抽選の参加資格を有する者の中から、次のとおり当

選者及び補欠者を決定する。 

⑴　応募者が１者の場合は、その者を当選者とする。 

⑵　応募者が複数の場合は、応募者全員の立会いによる公開の抽選を行い、

当選者及び補欠者を決定し、その場で発表する。 



２　町長は、当選者に対して町長が指定する日に、契約手続についての説明　　

（以下「契約説明会」という。）を行うものとする。 

３　次のいずれかに該当する場合には、当選者は、その地位を失い、補欠者

を当選者に繰り上げるものとする。 

⑴　当選者又はその代理人が正当な理由がなく、前項に規定する契約説明

会に出席しないとき。 

⑵　第２２条の規定により、当選者が契約の相手方としての資格を喪失し

たとき。 

（公募先着順による売払い） 

第１５条　町長は、一般競争入札又は公募抽選を行った結果、落札者又は応

募者がなかった町有地については、受付の先着順により契約の相手方を決

定する方法（公募先着順）により随意契約による売払いをすることができ

る。 

２　公募先着順による売払価格は、直近に行った一般競争入札の予定価格又

は公募抽選の売払価格と同一のものとする。 

（公募先着順による売払いの公表及び申込み） 

第１６条　町長は、公募先着順による売払いを行う場合は、売り払う町有地

に関する事項その他必要な事項について、広報等により公表し、募集する

ものとする。 

２　公募先着順による売払いに申し込む者は、町有地売払申請書（様式第５

号）に誓約書、代理人に委任する場合は委任状（様式第６号）及びその他

必要書類を添えて町長に提出しなければならない。 

（公募先着順による契約の相手方の決定） 

第１７条　町長は、前条第２項による申請があった場合は、先着順に申請書

類を審査し、申請内容が要件に適合する者を契約の相手方に決定するもの

とする。 

（その他の随意契約による処分） 

第１８条　公募抽選又は公募先着順以外の随意契約（以下「その他の随意契

約」という。）により町有地の購入を申請しようとする者は、町有地売払

申請書（様式第５号）に誓約書、代理人に委任する場合は委任状（様式第

６号）及びその他必要書類を添えて、町長に提出しなければならない。 

２　前項の規定により申請しようとする当該町有地に利害関係人がある場合

は、その者の同意書（様式第７号）を必要とする。 

（その他の随意契約による契約の相手方の決定） 

第１９条　町長は、前条第１項の規定により申請があった場合は、財産管理

委員会において審査し、その結果適当と認められた場合に契約の相手方と

して決定するものとする。 

２　同一時期に購入希望者が複数人いる物件については、見積り合わせによ



り契約の相手方を決定する。 

（売払いの決定通知） 

第２０条　町長は、一般競争入札により落札者が決定した場合は、口頭によ

り、公募抽選、公募先着順及び前条第１項の規定に基づき契約の相手方を

決定した場合は、町有地売払決定通知書（様式第８号）により通知するも

のとする。 

（契約の締結） 

第２１条　前条の規定により通知を受けた者は、通知を受けた日から３０日

以内に契約又は仮契約（議会の議決に付すべきものに限る。以下同じ。）

を締結しなければならない。 

（資格の喪失） 

第２２条　第２０条の規定により通知を受けた者が、前条に規定する期日ま

でに契約又は仮契約を締結しない場合は、契約の相手方としての資格を失

うものとする。 

（売買代金の支払い） 

第２３条　契約を締結した者は、契約書に定める期限までに売買代金を支払

わなければならない。 

（売買物件の引渡し及び所有権移転登記） 

第２４条　売買物件の引渡しは、売買代金の全額が支払われた日とする。 

２　所有権移転登記は、売買物件の引渡し後、町が嘱託により行う。 

３　所有権移転登記に要する登録免許税は、買受者の負担とする。 

　（契約に要する費用） 

第２５条　契約又は仮契約の締結及び契約の履行に関して必要な一切の費用

は、買受者の負担とする。 

（契約に付す条件） 

第２６条　町長は、売買契約を締結する際には、次の条件を付すものとする。 

⑴　売買物件を、暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律第２条

第２号に定める暴力団その他反社会的団体及びそれらの構成員の活動の

ために利用するなど、公序良俗に反する施設の用に供してはならない。 

⑵　売買物件を、風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律（昭

和２３年法律第１２２号）第２条第１項に定める風俗営業及び同条第５

項に規定する性風俗関連特殊営業並びにこれらに類する業の用途に供し

てはならない。 

⑶　前２項の用に供されることを知りながら、売買物件の所有権を第三者

に移転し、又は売買物件を第三者に貸してはならない。 

⑷　個人住宅適地として随意契約により契約を締結した場合については、

売買物件の所有権移転の日から起算して５年間を限度に所有権の第三者

への移転及び売買物件に住宅を建設するための借入による抵当権の設定



を除き、地上権、賃借権等の権利の設定、使用貸借による貸付その他使

用収益を目的とした権利の設定を禁止するものとする。ただし、次のい

ずれかの事由に該当する場合には、事前に町長の承認を得て所有権の移

転又は権利の設定をすることができる。 

ア　相続等やむを得ない事由が生じた場合 

イ　配偶者又は二親等以内の親族に住宅用地として使用貸借しようとす

る場合 

ウ　ア及びイに掲げるもののほか、町長が特に認めた場合 

⑸　町長は、前各号に定める特約の履行状況を確認するため、随時実地調

査を行うことができる。また、買受者は正当な理由なくして実地調査を

拒み、妨げ又は忌避してはならない。 

２　町長は、前項に規定する条件のほか、売買物件の特性などに応じて必要

な条件を付すことができるものとする。 

（契約の解除） 

第２７条　町長は、契約の相手方が売買契約書に定める規定に違反した場合

又は義務を履行しないときは、契約を解除することができるものとする。 

（違約金等の徴収） 

第２８条　町長は、前条の規定により契約を解除する場合は、違約金等を徴

することができるものとする。 

（その他） 

第２９条　この告示に定めるもののほか、必要な事項は、町長が別に定める。 

附　則 

　（施行期日） 

１　この告示は、公布の日から施行する。 

　（経過措置） 

２　この告示の施行の日の前日までに、改正前の寄居町普通財産売払要綱の

規定によりなされた手続その他の行為は、この告示の相当規定によりなさ

れたものとみなす。


